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Ⅰ 監査の実施方法 

   地方自治法１９９条第１項及び第２項の規定に基づき、財務に関する関連事務の執行及び経営に

係る事業の管理運営について次の通り監査を実施した。 

 

（１） 平成２５年度、監査計画において対象とした全ての機関について、職員の勤務状況、職員の移

動に伴う引継の状況や、工事などの執行状況、予算の編成方針、債権管理など日常業務の執行

状況と、今回は特に補助金の適正執行状況を重点に次の項目等の監査を実施した。 

① 職員の勤務状況について 

イ）要員数と状況の把握  ロ）超過勤務の把握 ハ）休暇等の取得状況 

② 事務処理の状況 

イ）起案決済の処理状況・工事及び委託事業の処理と文書管理について 

ロ）契約書書式一般について    ハ）管理職の移動に係る事務引き継ぎ処理について 

ニ）日常の一般的な事務処理の状況について 

③ 財務管理の状況 

イ）事業計画及び予算の編成方針と執行状況について ロ）備品の管理状況について 

ハ）債権管理（未収管理）について   ニ）補助金の交付と執行状況について 

ホ）臨時支出金の有無と処利について  ヘ）経費節減対策について  

 

（２） 監査においては次の資料の提出を求め、関係書類と照合調査を行い、関係者への事情聴取及び

現地調査を行った。 

職員数に関する調べ 

委員等に関する調べ 

前回監査指摘事項の改善状況 

当面の課題事項 

主要行事一覧表 

主要事業一覧表 

工事費調べ 

委託状況調べ 

負担金及び交付金・補助金の状況調べ 

備品の購入状況調べ 

図書の購入状況調べ 

学校監査調書 

切手受払状況調べ 

収入未済額の内容調べ 

各種研修状況一覧表 

     これら資料のうち、該当資料を提出すること。 
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Ⅱ 監査の日程 

   

平成２６年７月 １日（火） 議会事務局 

７月 ２日（水） 保健介護課 

７月 ３日（木） 町民福祉課 

７月 ４日（金） 税務課 

７月 ８日（火） 山北小学校・木葉小学校 

７月 ９日（水） 玉東中学校 

７月１１日（金） 社会福祉協議会 

７月１４日（月） ＪＡたまな玉東支所・商工会・建設課 

７月１５日（火） 教育委員会（社会教育、学校教育） 

７月１６日（水） 総務課（総務班、企画財政班） 

７月１8 日（金） 産業振興課・農業委員会 
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Ⅲ 監査の結果 

 

  以下に述べるとおり、幾つかの財務上、事務処理上の改善すべき事項が見られたので、

速やかにこれを是正、改善策を策定実施すること。 

 

 

 

（１）総合的な考察 

 

① 職員の勤務状況について 

課所別要員数について、これまで各課の業務内容及び作業量に格差の改善が見られ全体にバ

ランスの改善傾向がみられたが、昨年は少し回帰悪化の傾向にある。  

    増員・・・総務課・保健介護課・社会福祉協議会・教育委員会 

    減員・・・税務課 

    増員の理由は、事業の拡張強化等（社会福祉協議会の介護職増員・保健介護課集いの広場支援

事業、介護予防事業の拡充に係る増員）である。  

又、減員の要因は、他のセクションに出向によるものである、なお課によっては総務課のよう

に１名の増員の一方３名の出向を抱え実質減員に成っている所や、税務課のように定員は確保

されているが経験年数にアンバランスが見られ多忙に成っている所、教育委員会等の慢性的に

不足の所、産業振興課における農産加工品の配送など特殊事情に起因する不足も見られる。 

     次に、超過勤務の状況及び休暇等の取得状況であるが、各課とも特定期に発生する残業と突

発業務に係る時間外および出勤については把握が出来ており手当等も支給されている。  

超過勤務の発生量については、前年同様、業務の特殊性から勤務時間が不規則な保健介護課、

社会福祉協議会や、夜・休日に行事会議が多い教育委員会、突発的事故対応が要求される建設

課等、税務課のように確定申告時期に業務が集中する等、特定の課に頻度が高い傾向がある。  

なお、全体的には各課とも日々の業務量の増加に伴い相変わらず１～２時間のサービス残業が

発生している。   

     休暇の取得状況については総務課、保健介護課、社会福祉協議会、教育委員会などでは業務

の変則性、量的特殊性により取れにくい状況があり、休日出勤の代休を取得するのが精一杯で

ある。 なお、その他の課については職員相互にやり繰りで消化している。 

     いずれにしても、職員数の問題は個々の業務の多忙性・偏差性から考察するに、平等化が図

れるものではないが、業務の経験年数などを加味した総合的・客感的な観点から見た配置が必

要と思われる。 
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② 事務処理の状況について 

まず一般的な諸帳票の記載状況及び文書管理の状況については概ね問題視されるところは無

い。 又、起案決済の処理状況、発注工事、委託契約等の処理業務（起案から確認まで）にお

いても概ね流れ的には良く処理されている。 

ただ、相変わらず幾つかの課所において、報告文書のなかの作業経過状況を示す添付写真に

撮影期日が明記されていない写真があり、黒板に記載の上撮影されるようお願いしたい。 

特に施工業者に撮影を依頼した事例に多く見られ、業者に任せきりの実態が想定できる。 

次に、契約書に関する件であるが、いまだに印紙の金額が違っている、契約月日が無い、印紙

の割印が無い、添付書の記載内容の不備など基本的なものが認識出来ていない課所があり注意

を要する。 

 ところで、前回の監査で注目し指摘した起案書の重要性について、相変わらず認識が薄い。 

事例として（ア）起案決済区分の記載が無い（イ）決済期日印が押印されていない（ウ）金額

の修正に修正液を使用、鉛筆書きで記入してある等である。 

起案決済区分や決済期日の欠落は、その起案の有効性にも関わる事であり、最終的に何時誰の

権限で承認され、その起案が誰の責任に帰するかの判断基準と所在を明確にするものである。 

各課においては条例の起案規定を再度熟読し重要性を認識されたい。 

 管理職の移動に係る引継簿の作成については、引継簿の作成が無い、有っても問題点の記載

が無いなど、相変わらず管理職の仕事に対する取り組み姿勢が希薄である。 

今後一層の意識改善と取り組みが望まれる。 

 

③ 財務管理の状況について 

昨年も記述したが、財務管理の基本は事業計画の策定にある、各課においては町の基本方針

計画に乗っ取った課としての方針、計画、実行計画を策定する事が望ましいが、未だ策定の段

階まで至っている課所は少ない。 

従って、一部の課所の事業執行において予算額と執行額に大きな誤差が出ている所があった。 

具体的には、保健介護課の健康推進事業費（執行率８０．８％）産業振興課の耕作放棄地解消

対策事業（執行率２．８％）町民福祉課の特定健康診査事業（執行率６６．２％）が目立って

おり、その他随所に多額の予算執行残が見られた。 

今後においては、事業方針と計画を再度立案努力されるよう願いたい。 

次に、備品の管理状況についてであるが、庁内の備品については総務課の備品台帳でよく管

理されている。 又、小中学校の備品管理についてであるが、この件についてここ数年指摘し

てきたなかで、ようやく台帳整備が可能になり、この間の整理努力については大いに評価した

い。特に今回は台帳様式が小学校・中学校の三校とも統一された事により、帳票としての見や

すさと備品の把握が簡易になり便利になったと思われる。 

今後、学校側における備品の購入管理・代替管理作業が遅滞なく行われることを期待する。 
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さて、債権管理（未収金管理）についてであるが、昨年同様関係各課とも様々な回収努力及

び改善により、それなりの成果は上がっているように思える。  

     町営住宅家賃については、昨年同様多少の遅れ（１年以内）はあるが長期悪質滞納者は減少

している。 又、保育料の徴収についても未済額が殆ど無くなっている。 

ところで、水道料金の未済分については、累計額において前年度比＋１３７千円（＋４．７％

増）増加しており、特にここ数年の未済累計額を比較すれば、２３度末に比べ＋３６７千円（１

３．７％）増加している。 

但し、現年度分の比較においては▲５２千円減・直近５年間▲３千円減・６年以前＋３７０千円

の増加に成っており、未済累計額の増加は６年以上経過した不良債権の増加によるものである。 

従って、担当課の債権回収傾向はむしろ改善していると評価される所である。 

なお、これら不良未済額の増加については、生活困窮者の増加など社会情勢による所も大きく、 

生活相談ネットワークの活用により関係各課との連携を通して何らかの対策を講じられたい。 

また、水道料債権は私法上の債権であり、債務者が時効の援用の意思表示をしなければ債権は消

えないので、更なる回収施策の実行と努力が必要である。 

次に一般税収についてであるが、収税業務の目安である税の徴収率について２５年度実績を

前年比較すれば、普通税は９７．９％（＋０，５％）国保税９１．６％（前年並み）であり、

いずれも熊本県下でも上位にランクされている。 なお、未済額の観点から実績を前年比較す

れば、総未済額は▲３，６１５千円と改善しているが、徴収不可能額は逆に＋２，１２４千円

増加している。 これは担当課において滞納者の生活状況・経済状況を精査し滞納処分の執行

停止を行い、その後の徴収権の消滅に該当するものを徴収不可能額に計上（未済額の減・徴収

不能額の増）した為で、これにより徴収可能額が明確になり、この事が徴収効率の向上に繋が

っている。 総じて未済額の減少は大いに評価すべきであるが、税科目における偏りや徴収不

能額増加にはそれなりの解決方を考え努力されたい。 

さて介護保険の逼迫に絡めて、今回の重点監査項目として行った補助金団体の決算状況につ

いては、対象の事業所及び団体の多くが概ねよく運用されているものの、一部の団体の決算に

おいて補助金額を超える過大な繰越金が出ているところがある。 たとえば町民福祉課所轄の

老人会の一部において年間予算の５９％・産業振興課所轄の園芸振興会５３％・たばこ小売組

合４５％や教育委員会所轄の史談会６２％などは団体の活動実態に疑問が残るところである。 

これらの団体においては活動状況を精査し場合によっては補助金の減額を検討すべきであろう。 

特に、教育委員会及びＪＡ所轄の団体は数的にも多いので、担当課おいては、対象事業団体の

下部組織に至るまで事業計画、事業報告及び活動実態を精査把握し管理指導をされたい。 

経費節減対策については、照明２５％減、冷房２８℃設定など庁舎内、庁舎外諸施設、学校

などおいての節減対策は概ね良く実行管理されているが、公用車の整備管理などにおいて不備

なところがある。 

以上これらを含めて、例年指摘の課題については毎年改善の傾向にあるが、今後も未解決課

題の対策を強化すると同時に新たな課題に対し、より踏み込んだ改善施策の実行が必要である。 
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（２） 各課別監査報告 

 

【 総 務 課 】 

1 指摘事項 

① 起案書の決済日の記載が無い事について 

起案書の書式、文面については、問題や指摘する事項はないが、大多数の起案書において決

済日の年月日押印がなされて無い。 

これでは何時決済処理が行われたか不明であり、決済の有効性にも関わることでもある。 

起案者は決済押印が完了したら必ず完了日の押印をするよう習慣づけられたい。 

 

② 補助金援助団体の決算における過大な繰越金について。 

いくつかの補助金対象団体の決算において年間予算に対し過大な繰越金がでている団体が

ある。 対象団体が何らかの理由で過大な繰越金が必要であれば仕方ないが、そうでなければ、

介護保険特別会計が逼迫している現状を考慮し、補助金の減額を検討されたい。 

 

③ 公用車の整備点検について 

昨年も指摘したが、公用車の運転記録簿について一応記録があり整理されているが走行距離

が９．０００キロ又は１年を超えているにも関わらずオイル交換が成されていない、また記録

簿に給油記録が記載されていない車両もある。 

運転記録簿の記載については、その趣旨を理解し車両の維持管理に努力されたい。 

 

④ 工事竣工検査報告書における添付写真の撮影日の未記載について 

   例年指摘しているが、工事竣工検査報告書について、工事の工程時や完了時の写真が貼付さ

れているものの施工業者が撮影をした工事記録黒板に撮影年月日が記載されていない。 

総務課に置かれては、書式及び文書管理の模範と成るべきセクションであり、日々の作業にお

いて業者任せにせず、是非他課の手本と成る様な報告書を作成されたい。 

 

2 所 見 

① 総務課の業務に求められるもの 

   周知のように総務課は行政の要であり、その名のごとく行政を総理する事が求められる。 

  従ってその業務は、事業計画・予算計画・資産管理・町長補佐・文書管理から労務管理まで幅

広く、尚かつ他事業課の範となり、指導する役割も課せられている。 

  そのため多忙が故に、細かい業務の手抜きと見られるミスが散見される。 

  総務課におかれては、他課の模範となる様その業務に万全の注意と配慮をお願いしたい。 
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【 町民福祉課 】 

1 指摘事項 

① 補助金援助団体（老人会など）の決算における過大な繰越金について。 

補助金対象団体（特に老人会）の決算において年間予算に対し過大な繰越金がでている団体

がある。対象団体が何らかの理由で過大な繰越金が必要であれば仕方ないが、そうでなければ、

介護保険特別会計が逼迫している現状を考慮し、補助金の減額を検討されたい。 

※ ２５年度・老人会（連合会分を除く）１２団体合計の歳入額・補助金額・繰越額 

     年間歳入額 補助金額 決算繰越額 対歳入繰越額比 

合  計 １４，１１８千円 １，２１９千円 ３，５４６千円 ２５％ 

団体平均 １，１７７千円 １０２千円 ２９６千円 ２５％ 

 

② 国民健康保険特別会計の適正運営について。 

当該会計については、２３年度の保険料改定より単年度収支において２３・２４年度は黒字

であつたが、２５年度は一転して赤字になっている。 なお累債においては現在１，３００千

円程度の黒字であり、約８９，０００千円の基金・繰越金を含む財政調整のための財源はある

ものの今後の医療費の動向を考えれば油断出来ない。 

一方、七十歳からの医療費の負担増や、その他、国からの支援処置の増加が期待されている

が、その事よりも、当該会計の抜本的な運営改善を図るために医療費削減のための基本施策の

実行が不可欠である。 具体的には、特定検診受診率の向上など諸健康増進計画をより具体化

し啓蒙活動促進など日常活動に反映させ、健康維持と疾病の早期発見、早期治療が一層促され

るよう対策を練られたい。 

 

２ 所 見 

① 単年度の年度計画、予算編成計画の策定について 

当該項目については昨年も提案しているが、町の基本方針計画に乗っ取った課としての方針

（目標等）、計画、実行計画の策定をお願いしたい。 

それらの方針が決まらないと予算の編成方針も定まらないし、予算の優先順位も付けることが

出来ない。又、業務の惰性化、予算の無駄と経費の浪費を抑制することも出来ない。 

全課共通の課題として一考されたい。 
 

② 町民福祉課の業務における関係他課との仕分けと整理について。 

昨年も提示したが町民福祉課の業務の中で、総合福祉、障害者福祉、後期高齢者、老人医療、

虐待などにおいては保健介護課との関連、町民サービスにおいては税務課との関連を必要とさ

れる事例が多い。 この件については、物理的な条件があるのでなかなか整理出来ないが、庁

舎移転時において組織の再編を含めて再検討されたい。 
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【 税 務 課 】 

１ 指摘事項 

① 課の仕事量・業務内容（専門性）から見た職員数及び経験者数（構成数）の偏りについて。 

近年、税務に関する業務は税の多様化・納税対象者の生活の多様化による徴収手段の複雑化

や悪質未納者の増加及び資産の評価作業まで複雑となり、その専門性が一層要求されている。 

しかるに、当該課員の構成は、課長を含めた経験者３名の経験年数が平均５年７ヶ月、残り３

名の経験年数はわずか５ヶ月であり業務がベテランに集中しやすい偏った配置である。       

その結果前述した業務が常に専門性を要求されるが為、消化不良になる恐れがある。    

課におかれては職員の頭数もさることながら、経験年数を加味したバランスの取れた要員の配

置を計画検討されたい。 

 

２ 所 見 

① 各種税金に係る未済額について。 

各種税金未済額の前年比較 

 ２４年度末 ２５年度末 

人 金 額 徴収不可能額 人 金 額 徴収不可能額 

町民税  １１２ ５，８７５ ４４８ １０１ ３，６６８ １，１８４ 

固定資産税 １２９ ４，５３６ ０ １２８ ４，３７７ １４０ 

軽自動車税  ８４ ４９１ ２５ １０２ ４９２ １０６ 

国保税  １３２ １４，０５１ １，３７７ １３３ １３，１８８ ２，５２０ 

介護保険料 ３９ １，３８１ ６６ ３０ １，０３４ ８９ 

後期高齢者医療 ６  １１７ ０ ３  ７７ ２ 

合計 ５０２ ２６，４５１ １，９１７ ４９７ ２２，８３６ ４，０４１ 

    単位 千円 
一般的な収税業務の評価目安である税の徴収率については、２５年度実績を前年比較すると普

通税は９７，９％（＋０，５％）国保税９１，６％（前年並み）であり、いずれも熊本県下でも

上位にランクされ大いに評価出来る。                                

ところで、未済額を前年比較すれば、▲３，６１５千円改善しているが、徴収不可能額は逆に＋

２，１２４千円増加している。これは滞納者の生活状況・経済状況を精査し滞納処分の執行停止

を行い、その後の徴収権の消滅に該当するものを徴収不可能額で計上した為で、これにより徴収

可能額が明確になり、この事が徴収効率の向上に繋がっており、担当課の努力を評価したい。    

 

② 税単年度の事業計画、予算編成方針の策定について 

当該項目については昨年も提案しているが、町の基本方針計画に乗っ取った課としての方針

（目標等）、計画、実行計画の策定をお願いしたい。 



 １０

【 保健介護課 】 
 
１ 指摘事項 
 

① 健康増進維持活動に係る町民の意識改善および啓蒙の促進について 
 

※予防総務費及び健康推進事業費の運営予算額と執行額の差違についての是正。 

予防総務費及び健康推進事業費の対予算執行率と執行残額の前年比較。 

 予防総務費 健康増進事業費 

執行率（％） 残額（千円） 執行率（％） 残額（千円） 

２４年度 ７４，５ ６，１７０ ９２．５ ９０８ 

２５年度 ８７，５ ２，３８９ ８０，８ ２，５２６ 

差 ＋１３，０ ▲４，３２１ ▲１１，７ １，６１８ 

 

※ 考 察 

     予防総務費については、ワクチンの種類により副作用等などが報じられ、又国の指針が定ま

らない為接種率の低下がみられていたが、奨励すべきワクチンについての町民に対する意識の

改善や啓蒙活動などの施策が功を奏し、執行率の上昇と予算残額の減少が見られた。 

しかしながら、この数値は２３年度の実績に回帰しただけであり、今後なお一層の接種率の向

上と啓蒙に努力されたい。 

一方、健康増進事業については予算の増額（＋１，１１７千円）にもかかわらず残額が増加し

ている。 

健康増進事業の基幹となる健康診断事業については、受診率６０％を目標として努力されてい

るが、未だ５５％に止まっている。 

これは、健康増進事業の予算消化率（８０，８％）と無関係ではなく、町民の健康に係る意識

が低いことを表している。担当課においては、健康診断率、がん検診率、予防接種率の向上を 

図るための町民に対する啓蒙活動の強化と健康推進モデル地区を活用し新たな対策を立案実

行されたい。 

 

② 補助金交付団体の決算における過大な繰越金ついて 
近年、介護費用の増加が危惧されるなか、補助金交付団体の決算状況に課題（過大な繰越金）

が見られる。 
保険介護課の所管においても母子寡婦福祉連合会の決算あっては補助金４０千円に対し繰越

金４８千円（対予算繰越額比３３％）と補助金がそのまま残った状況である。 
担当課においては、決算状況を精査し場合によっては補助金の減額を検討されたい。 
 



 １１

２ 所見 

① 交流センターの運営について 

交流センターの収入状況は、２５年度末２６，０２４千円（前年比９１．８％▲２，３２９

千円過去最低）経費４４，３４３千円（前年比１０２．６％・＋１，０９８千円増過去最大）

で従って欠損額も▲１８，３１９千円（前年比１２３．０％・＋３，４２７千円増過去最大）

となり累損額は▲１６０，０４９千円になっている。 

近年の収入、経費の動向を見れば収入は２９，０００千円前後で推移していたが、昨年はまれ

に見る落ち込みである。 一方、経費の動向はここ数年１，０００千円前後のペースで増加し

ており収入減・経費増の悪循環が定着しつつあり、損益から言えば改善の傾向は見られない。 

昨年の収入減の要因にはレジオネラ属菌の発生と言う人為的な要因もあったが、この事件によ

る収入回復は時間が掛かる事から収入増はすぐには期待できない、また経費面についても今後、

燃料費の増加や施設の老朽化に伴う保守整備費の増加も懸念され、なお一層の増収策と経費節

減対策の強化が必要と思われる。 

但し、例年述べているが、会社としての実態がない当該施設の経営を損益ベースだけで判断す

るには無理があり、単純損益だけを捉えて経営実態を判断するのも如何かと思われるので、交

流センターの存在意義（福祉施設としての）をアピールする事も必要であろう。 

 
② 単年度の事業計画、予算編成方針の策定について 

当該項目については例年提案しているが、町の基本方針計画に乗っ取った課としての方針（目

標等）、計画、実行計画の策定をお願いしたい。 

各々の課には様々な事業があり、それらを実行するには事業の必要性と展望からなる事業計画

の策定が欠かせない。それらの計画が決まらないと支出予算の編成や優先順位も付けることが

出来ない。 引いては業務の惰性化に繋がりかねない。 

各課共通の課題として一考されたい。 
 

   

③ 子ども・子育て会議の設置意義について 
当該会議の目的は、保育行政の一環である待機児童の解消にあると思われるが、当町におい

ては町独自の役割必要とされている。 
それは、早期発見がなかなかしにくい児童虐待・新生児期・幼児期の発達障害児に対する対応

など、担当部署だけでは解決しにくい課題を連絡調整するには最適な機関であり、今後の活動

範囲の拡充に大いに期待したい。 
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【 建 設 課 】 

1 指摘事項 

① 水道料金未済額の改善について 

水道料金の累積未済額の推移については次のように成っている。 

 累計未済額 対前年増減 現年度 直近５年間 ６年以前 

23 年度末 ２，６８０千円 １９千円 ９５４千円 ２，４２１千円 ２５９千円 

2４年度末 ２，９１0 千円 ２３０千円 ９４６千円 ２，４５１千円 ４５９千円 

２５年度末 ３，０４７千円 １３７千円 ９０２千円 ２，４１８千円 ６２９千円 

未済額の傾向は、２３年度に比べると３６７千円増加している。 

但し、現年度においては▲５２千円減・直近５年間▲３千円減・６年以前＋３７０千円の増加

に成っており、未済額の増加が６年以上経過した不良債権の増加による事が解る。 

従って、担当課の債権回収努力はむしろ大いに評価される所である。 

なお、これら不良未済額の増加については、生活困窮者の増加など社会情勢による所も大きく、 

生活相談ネットワークの活用により関係各課との連携を通して何らかの対策を講じられたい。 

また、水道料債権は私法上の債権であり、債務者が時効の援用の意思表示をしなければ債権は

消えないので、更なる回収施策の実行と努力をお願いしたい。 

 

② 工事竣工検査報告書などにおける添付写真の撮影日の記載について 

   工事竣工検査報告書については、工事の工程時や完了時の写真が貼付されているが、施工業

者に撮影を依頼した黒板に月日が記載されていない。 

  建設課に置かれては、各課工事や作業確認の模範と成るべきセクションであり、日々の作業に

おいて業者任せにせず、是非他課の手本と成る様な報告書を作成されたい。 

 

③ 起案書・契約書の不備について 

   工事の施工起案書において、金額欄の修正において修正液使用や鉛筆による記載が為されて

おり、これについてはボールペンによる修正を徹底されたい。 

  また、契約書において収入印紙の金額不足や契約年月日の未記入が見られたので注意されたい。 

 

2 所見 

① 単年度の事業計画、予算編成方針の策定について 

当該項目については昨年も提案しているが、町の基本方針計画に乗っ取った課としての方針

（目標等）、計画、実行計画の策定をお願いしたい。 

それらの計画が決まらないと工事のあり方、インフラ整備の方向性、工事の優先順位やそれに

係る予算の編成方針も定まらないし、予算の優先順位も付けることが出来ない。 

また、その結果過大な予算の執行残も発生しており留意されたい。 
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【 産業振興課 】 

 

１ 指摘事項 

① 所轄事業に係る過大な未消化予算残について 

相変わらず課の主要事業において過大な未消化予算残が発生している。 

残が大きいのは、農業施設維持管理事業２１．６％残・耕作放棄地解消対策事業９７．２％残

であるが、特に耕作放棄地解消対策事業に至っては総予算２５０千円のうち７千円しか消化し

ていない。 要因として考えられるのは当該事業の事業計画の不備に起因するところが大であ

り、実行可能な計画を策定され実行されたい。 

また、その他の事業においても適正な予算消化と正常な事業運営を図るべく、事業計画の見直

しを図られたい。 

 

② 補助金交付団体の決算における過大な繰越金ついて 
近年、介護費用の増加が危惧されるなか、補助金交付団体の決算状況に課題（過大な繰越金）

が見られる。 
産業振興課の所管においても、認定農業者協議会３７．５％残・園芸振興会５３．９％残・た

ばこ小売組合４５．７％残・観光ガイドの会４２．２％残など予算に対し繰越金が大きく残っ

ている団体が見られる。 
担当課においては、決算状況を精査し場合によっては補助金の減額を検討されたい。 

 

③ 農産加工品（ハニーローザアイスクリーム）の販売業務の取り扱いについて 

    当該農産加工品については、町が製造業者に委託製造し農産品加工センターに一時ストッ

クのあと、販売委託店舗に対しての商品納入を産業振興課の職員が行っていている。 

   この作業については、産業振興課の限られた要員のなかで行うには無理があると思える。 

   昨年も指摘したが、担当課においては農産品加工センター職員との業務の見直しを図り対策

を検討されたい。 

 
２ 所見 

① 商工業および観光振興に対する取り組みについて 

前年も記述したが、産業振興課の主たる事業は、農林水産振興事業、商工業振興事業、観光

振興事業に大別されるとおもわれる。 しかしながら課の事業予算配分及び事業一覧から見

れば農業振興だけに偏りの感がある。 

町の主たる産業が農業である実態から考察すれば、仕方がない処であるが農水産業と商工観

光業は表裏一体の面があり、その相関関係においてバランスの取れた施策が必要である。  
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【 社会福祉協議会 】 

１ 指摘事項 

① 社会福祉協議会の経営状況と課題について 

２５年度貸借対照表                          単位  千円 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 当 期 末 前年 増減 科 目 当 期 末 前年 増減 

流動資産 ５９，６９６ ▲８，４０８ 流動負債 ２０，８９０ ▲４，１５０ 

固定資産 １８４，９８８ ▲７６１ 固定負債 ６２，２１７ ＋６，１３６ 

   負債の部計 ８３，１０７ ＋１，９８６ 

純 資 産 の 部 

基 本 金 ６８，５８０ ０ 

基   金 ２２，１１８ ０ 

補助金・積立金 ３０，８０４ ▲２，８６０ 

繰越活動収支 ４０，０７５ ▲８，２９５ 

純資産の部計 １６１，５７７ ▲１１，１５５ 

資産の部計 ２４４，６８４ ▲９，１６９ 負債・純資産計 ２４４，６８４ ▲９，１６９ 

社会福祉協議会の体力が判断される貸借対照表は上記のように急速に悪化している。 

資産は流動資産の減少を主要因として▲９，１６９千円の減、負債は固定負債の増加を主要因 

として＋１，９８６千円増加しており、その結果純資産が▲１１，１５５千円減少し資本金が 

▲ １２．３％減少した事に成る。 

悪化の主要因は２５年度の経常赤字▲８，２９５千円（活動収支額の減）にある。 

赤字転落の要因は補助金▲１，８２６千円・介護保険収入▲２，３１７千円など事業収入が▲

５，１００千円の減少しており、その一方、事業費（通所はぶのに係る工事費）＋２，０８６

千円を含む支出が＋５，８００千円増加したことによる。 

今後の課題として、２６年度においても補助金の減少、及び介護保険収入を含む事業収入の低

迷が予測される中、営業面における増収計画策定、経費面の圧縮を図り経営改善に取り組まれ

たい。 なお、経営改善には職員の意識改善が重要であり、それに係るマネジメントの立案と 

教育を推進されたい。 

２ 所見 

① 生活困窮者総合相談支援事業について 

近年、福祉事業においては介護事業が一般化する中で、国・県においてその根底にある生活

困窮者を掘り起こし、支援することが重要視されるように成った。 

当協議会においても昨年、生活よりそい相談センターを開設している。 

とくにＣＳＷ（コミュニティ・ソーシャルワーカー）による地域密着型の活動は今後の新しい 

福祉事業のあり方を示唆しており、福祉協議会においても新規事業の一つの柱として取り組み

を強化されたい。 



 １５

【 教育委員会 】 

 

※（社会教育課関連） 

 

1 指摘事項 

① 補助金交付団体の決算状況について 

教育委員会においては、多くの補助金交付団体を抱えているが、一部の団体で決算時の次年

度繰越額が歳入決算額の３０％～６０％にのぼる多額の繰越金を出している団体がある。 

団体によっては想定される臨時支出の為に必要としている団体も有るので、いちがいに全部が

問題であるとは言えないが、明らかに活動に課題が見られる団体もある。 

これらの団体については、その活動実態を精査し必要であれば補助金の減額を検討されたい。 

また、団体によっては決算報告書が報告の体を成していない団体があり、これらの団体につい

ては支出の再調査・領収書の照合を行い、決算書の再提出・活動状況の再報告を促されたい。 

   

② 工事関連事務処理について 

昨年も指摘したが、まだ工事竣工検査報告書における工事の中間工程時や完了時の写真に工

事内容を示した撮影年月日が記載されていないものが見られる。 

  記載が無いと工期の実態が把握出来ない事から、是非記載の上撮影されたい。 

  特に施工業者が撮影した写真に多く見られ、記載の必要性など説明の上、指導を徹底されたい。 

 

２ 所見 

① 西南戦争遺跡の保存管理・運用の在り方について 

担当課におかれては、当該遺跡の保存管理について管理計画を策定中であるが、計画次第で

は今後の管理に莫大な費用を要しかねない。 

計画策定においては、景観や運用対策と実行計画・運用拠点の整備まで踏み込んだ計画を策定

し、出来うる限り今後の維持管理費用が掛からない様願いたい。 

 

② 単年度の事業計画、予算編成方針の策定について 

当該項目については例年も提案しているが、町の基本方針計画に乗っ取った課としての方

針（目標等）、計画、実行計画の策定をお願いしたい。 

それらの計画が決まらないと学校教育のあり方、学校施設整備の方向性、工事の優先順位やそ

れに係る予算の編成方針も定まらないし、予算の優先順位も付けることが出来ない。 

また、その結果過大な予算の執行残も発生しており検討されたい。 

 

 

 



 １６

※（学校教育課関連） 

 
１ 指摘事項 

① 校内の設備整備と工事計画について 

この件については例年課題とされているが、まだ校内設備について、老朽化による早急な改

修の必要性がある幾つかの設備が見られる。 

※玉東中学校 

イ） 校舎ベランダ部分・渡り廊下の塗装の剥離 ロ）教室廊下側の窓枠の交換 

ハ） 運動場西側の水はけの悪さ 

※ 木葉小学校 

イ） 三階階段部の雨漏り、１階手すりの破損 ロ） 体育館放送設備の故障代替 

ハ） 理科室・算数教室のエアコン設置 

※ 山北小学校 

イ） 体育館の雨漏り・ひさし部分天井の剥落。 

ロ） 各所トイレの手洗い蛇口の故障・仕切壁の補修・換気扇の設置。 

ハ） 高学年棟の窓・壁の結露や全体的な立て付けの不具合、照明設備の故障等 

    これらの修理箇所については、多分に施設の構造的なものに起因するところもあり、早急に対

応出来ないが、短期・中期・長期に分類、学校側と相談のうえ修理計画の策定と対応をされた

い。 

 

２ 所見 

① 学校図書賃貸システムの整備について 

各学校においては、読書活動推進施策のなかで蔵書数の増加が必要とされ、それに伴う図書

の賃貸管理システムの導入が要望されている。  

これについては、町内三校の何れにも当てはまる事であり、町営図書館の管理システムの有効

活用と情報の共有化もあわせて包括的なシステムの構築を検討されたい。 

 

② 給食共同調理場の親子方式の導入について 

現在、小中学校の給食については３校独自の給食室で調理し支給している。 

その為に、要員、機材、食材の仕入などが別々であり、コストも高く生産性に課題がある。 

又、設備も老朽化し、作業動線も古く作業効率も極めて悪い。 

これらの観点から、より経済的で効率的な給食施設（給食共同調理場の親子方式）の設置を計

画されているが、計画の実行を早急にお願いしたい。 
 
 
 



 １７

【 玉東中学校 】 

 
１ 指摘事項 

① 校内の設備及び維持管理に係る考察 

この件については昨年も記載しているが、まだ校内設備おいて、老朽化による早急な改修の

必要性がある幾つかの設備が見られる。 

イ） 校舎ベランダ部分・渡り廊下の塗装の剥離 

ロ） 教室廊下側の窓枠の交換 

ハ） 運動場西側の水はけの悪さ 

なお、排水に係るトラブルについては側溝の清掃不良なのか構造的なものなのか原因が特定出

来ない面もあり、まず清掃を行ったうえで対策を図る必要がある。 

いずれにしても、これら設備の改修については、長期的に対応せねば成らぬ所もあり、学校側

におかれては、長期的、短期的な改善計画を立案され対策を行われたい。 

 

③ トイレの改修（洋式トイレの増設）について 

近年、生活様式の変化に伴い、家庭においても洋式トイレの普及が進んでいる。 

現在各階の男女トイレには各１器ずつ洋式トイレがあるが、生徒の要望・けが人への対応を考

えれば不足している。 

増設数については、よく検討され立案されたい。 

 

③ 起案書に係る決済区分の未記入について 

   一部ではあるが、契約に係る起案書の作成が学校で行わねばならない事例がある。 

  学校事務方においては、馴れない事と思われるが努力をお願いしたい、とくに決済区分につい

ては、どの部署までの承諾が必要か予算的な判断を含めた基準を明示するもので、起案書作成

の重要な記載事項である。 

  事務方には判断が困難な所があると思われるが、教育委員会の担当と相談のうえ必ず記載され

たい。 

 
２ 所見 

① 備品台帳の整備、整理について 

この件についてはここ数年指摘してきたなかで、ようやく台帳整備が可能になり、この間の

整理努力については大いに評価できる。 

特に今回は台帳様式が小学校・中学校の三校とも統一された事により、帳票としての見やすさ 

と備品の把握が簡易になり便利になったと思われる。 

今後、学校側におかれては備品の購入管理・代替管理作業に掛かる台帳管理を遅滞なく行われ

ることを期待する 



 １８

【 木葉小学校 】 

 

１ 指摘事項 

 

① 児童の学力向上と授業の質的改善について 

近年小学校の授業のありかたも、従来の黒板・ノートによる教え学ぶと言う一方通行型から、

児童が学ぶ課程において、より理解を深める為に児童が互いに課題を共有し、情報を交換・解

決する事が学力向上につながると言う考えが重要になってきた。 

当学校においても、授業の改善と質的向上の為にタブレット端末の導入要請があり、町として

もその導入に前向きに検討すべきであろう。 

但し、教える側の学校職員がこれに対応出来るか、甚だ疑問である。 学校側におかれては、

導入の検討とあわせて職員の研修等スキルアップに掛かる対策を実行され導入計画策定を提案

されたい。 

 

② 学校設備の補修・整備・交換について 

設備老朽化による補修交換が発生している。 

イ）三階階段部の雨漏り、１階手すりの破損 

ロ）体育館放送設備の故障代替 

ハ）理科室・算数教室のエアコン設置 

これらについては、可能なものから対応されたい。 

 

２ 所見 

 

① 備品台帳の整備、整理について 

この件についてはここ数年指摘してきたなかで、ようやく台帳整備が可能になり、この間の

整理努力については大いに評価できる。 

特に今回は台帳様式が小学校・中学校の三校とも統一された事により、帳票としての見やすさ 

と備品の把握が簡易になり便利になったと思われる。 

今後、学校側におかれては備品の購入管理・代替管理作業に掛かる台帳管理を遅滞なく行われ

ることを期待する。 

 

① 図書賃貸システムの導入について 

当校においては、読書活動推進施策のなかで蔵書数の増加が必要とされ、それに伴う図書の

賃貸管理システムの導入が要望されている。 これについては、町内三校の何れにも当てはま

る事であり、町営図書館の管理システムもあわせて教育委員会と包括的なシステムの構築を検

討されたい。 



 １９

 
【 山北小学校 】 

 

１ 指摘事項 

① 校内の設備及び維持管理に係る考察 

この件については昨年も指摘したなかで、かなりの部分が改善されている。しかしながら、

未だに早急な改修の必要性がある幾つかの施設が見られる。 

イ） 体育館の雨漏り・ひさし部分天井の剥落。 

ロ） 各所トイレの手洗い蛇口の故障・仕切壁の補修・換気扇の設置。 

ハ） 高学年棟の窓・壁の結露や全体的な立て付けの不具合、照明設備の故障等が見られる。 

特にトイレについては全般的に設置場所や照明等の関係上、薄暗く不衛生であり換気扇の設置

など早急な改修が必要である。   

これらの設備の不備については、校舎の構造上に起因する所が多く、それを解決するには補修

可能なもの不可能なものを分類し、それに伴う予算編成、予算の優先順位付けが必要になって

くる。   

学校側におかれては、これらの諸事情を検証し、長期的、短期的な補修改善計画を再度提案さ

れる事が望ましい 

 
２ 所見 

① 特別支援学級の設置に係る啓蒙促進について 

本校の発達障害児（広汎性発達障害児を含む）に対する教育支援体制については、本年支援

学級が新設され、その充実が図られている。 

また町当局による支援体制の充実施策により、支援教員の派遣があった事は大いに評価できる。 

    ただ、障害児教育においては保護者に対する啓蒙活動と対策が重要であり、それにはかなりの

時間と努力が必要であり、一層の障害児に対する保護者の認識と理解が必要である。 

    本校においては、困難な面もあると思えるが、より一層の障害児教育に努力を図られたい。 

 

② 備品台帳の整備、整理について 

この件についてはここ数年指摘してきたなかで、ようやく台帳整備が可能になり、この間の

整理努力については大いに評価できる。 

特に今回は台帳様式が小学校・中学校の三校とも統一された事により、帳票としての見やすさ 

と備品の把握が簡易になり便利になったと思われる。 

今後、学校側におかれては備品の購入管理・代替管理作業に掛かる台帳管理を遅滞なく行われ

ることを期待する。 

 

 



 ２０

 

【 議会事務局  】 

 

１ 指摘事項 

① 木葉財産区管理業務及び交通災害共済事業事務作業の所管について。 

当該業務については昨年監査の指摘事項として取り上げたが改善が見えない。 

そもそもこれらの業務は業務内容の観点からして総務課が管轄するのが妥当である。 

一方、本来業務の事務処理の効率性を高めるには、本来業務に専念しその専門性を追求すべき

であり、また派生する当該業務に係る関連事務作業などは議会事務局で処理するのは無理があ

り、再度所轄変更を検討すべきである。 

 

 

２ 所 見 

① 単年度の事業計画、予算編成方針の策定について。 

当該事務局における予算書策定については、過年度考察による策定がなされ予算額の設定に

おいて、ある程度の成果が見られ評価出来る。 

ただ、項目ごとの予算確定に係る方針や考え方が集約明記されていない。 

それらの方針が決まらないと予算の整合性も判断しにくいし、予算の優先順位も付けることが

出来ない、又、予算の無駄と経費の浪費を抑制判断することも出来ない。 

今後の課題として一考されたい。 
 

② 議会議事録の閲覧決済について。 

当該業務については、当然の事ながら確認の閲覧は成されている事と思われるが、確認決済

が成されていない。 

そこまでの必要性があるかどうかは別として、確認の為の議長決済は必要であろう。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 ２１

 
【 ＪＡ玉名玉東支所 】 

 

１ 指摘事項 

    特段の指摘事項無し 

 

 

 

２ 所見 

  ① 補助金の活用状況について 

     例年の事ながら、ＪＡたまな玉東支所管内おける補助金対象各部会の活動については、各部

会ともよく運営努力されている。  

また、支所の部会担当者におかれては部会の数が多いことから、運営面での人的、時間的な負

担が多く苦労を掛けている。 

    各部会の運営自体は概ね良好であるが、一部の部会において活動が低迷している部会もみられ 

また、決算状況においても年間予算に対し過大な繰越金が出ている部会も見られるので該当部

会の運営について活性化の指導を再度お願いしたい。 

    又、会計事務が部会に任されている部会については、監督指導をお願いしたい。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 ２２

 
【 商 工 会 】 

 

１ 指摘事項 

    特段の指摘事項無し 

 

２ 所見 

① 商工会事業活動にお願いしたい事 

昨年度お願いしたタウンチケット（買い物券）の委託事業であるが、其の運用について販売

精算までよく管理運営され、更に利益も無く運営された事に感謝したい。 

次に木葉駅前再開発事業についてであるが、基本計画が立案されたものの内容が不明確であり、

町の地理的位置・交通アクセス・観光素材・特産品など条件面に課題ある中、活性化の拠点と

しての施設を如何に構築するかご苦労をお願いするところである。 

 

 
 


